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別紙 
 

MMFの安定性確保のための方策 
 
 
Ⅰ 運用面での安定性確保 
ⅰ 組入資産（債券、ＣＰ、ＣＤ、預金、コール、手形等）について 
   
１ 受渡日から償還までの期間は１年以内(満期保有目的債券を除く) 
 
２ 国債、政府保証債（以下「国債等」）を除き、2 社以上の指定格付機関
より、Ｐ-２(又はＡ-２)相当以上の短期格付又はＢＢＢ（又はＢａａ２）
相当以上の長期格付を得ているもの 
なお、格付のないものは委託会社が同等のものとして定めたガイドライ
ンに適合するもの 

 
３ 組入比率 
 

  （１） 2 社以上の指定格付機関より、P-１、Ａ-１又はＡ－ 
 相当以上の格

付を得ているもの（国債等を除く）は、同一法人発行の組入資産の
合計が純資産総額の５％以内 
但し、発行者が銀行の場合は、債券（５％以内）以外の短期金融
資産を含め１０％以内 

 
  （２） 上記（１）以外の組入資産 
     同一法人発行の組入資産の合計が純資産総額の１％以内 
     かつ、組入資産の合計が純資産総額の１０％以内 
 
  （３） ５営業日以内のコール・ローンは、同一の取引先につき純資産総

額の２５％以内 
 
４ 組入資産が上記格付に該当しなくなった場合は各社ガイドラインを定
め適切に対応 
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ⅱ 取引の制限について 
  １ 仕組債は、償還金等が確定しているもの 
 
  ２ 円貨で約定・決済するもの 
 
 ３ 債券は時価の採れるもの 

 
ⅲ 満期保有目的債券について 
  １ 受渡日から償還までの期間が３年以内 

（銀行が発行する変動利付債は適用外） 
 
  ２ 国債等を除き、Ａ－ 

  (又はＡ３)以上の格付を得ているもの 
 
  ３ 組入額の合計額は直前３月末の純資産額の１５％以内 
    但し、３年超の変動利付債は５％以内 
 
  ４ 同一法人の発行する債券は、直前３月末の純資産額の１％以内(国債等

を除く) 
  
  ５ 上記条件に適合しなくなった場合の取り扱いは別途明確化 
 
 ⅳ 組入資産の平均残存日数について 
   １８０日以内 
 
 ⅴ 評価について 
  １ 基本原則は時価評価 
  
  ２ 償却原価法の採用 
  （１）残存１年以内の債券   Ａ-２、Ｐ-２又はＡ－ 

 以上の格付のもの 
 
  （２）満期保有目的債券 
 
  ３ 格下げ等により上記評価方法が適合しなくなった場合、評価額が時価

と著しく乖離した場合は監査人と協議し、適切に対応 
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Ⅱ 販売面での安定性確保 
  １ 個人主体の販売に努める 
  
  ２ 大口投資家の事前解約通告 
（１） 委託会社は、一定金額以上の解約については、販売会社から４日

前までに連絡をもらうよう要請 
（２） 委託会社は１顧客の１日当たりの解約受付限度額を販売会社と協

議し、決定するよう努力 
 
Ⅲ ディスクロージャー 
  １ 運用報告書 
（１） 仕組債等で内容の不明瞭な銘柄をわかりやすく表示 
 
（２） 格付別組入資産の純資産に対する比率を開示 

 
  ２ 月次開示 
（１） 主要組入資産、満期保有目的債券の全銘柄の開示 
 
（２） 開示媒体は委託会社のホームページと販売会社の店頭備え置き 

 
Ⅳ 実施日等 
   ルール化等の若干の期間が必要 
   但し、実行可能なものから直ちに対応 


